
長崎県こども場所推進事業費補助金（体験提供）実施要綱

（趣旨）

第１条 長崎県こども場所推進事業費補助金（体験提供）（以下「補助金」という。）の交付

については、長崎県補助金等交付規則（昭和 40年長崎県規則第 16 号。以下「規則」とい

う。）、こども政策局関係補助金等交付要綱（以下「交付要綱」という。）及びこの要綱の

定めるところによる。

（目的・意義）

第２条 本事業は、県内のこどもたちを対象にした地域での体験・交流活動を支援し、こど

もたちが参加する機会を増やすことで、本県の将来を担うこどもたちが健やかに成長し、

その能力と可能性を高めるとともに、地域でこども・若者を育成する力の向上を図り、将

来社会に出て地域で活躍できるこどもの育成を推進することを目的とする。

（補助対象者）

第３条 本事業の補助対象者は、長崎県内に居住・所在する団体、企業等であって、次に該

当する者とする。

（１）継続的に活動している又は今後継続的に活動する２名以上の団体等であること

（２）暴力団、暴力団員が役員となっている団体等、暴力団又は暴力団員と密接な関係を

有する団体等ではないこと

(３)長崎県が実施している「ながさきこども場所充実アクション」に登録していること

（補助対象事業）

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、県内のこど

もたちを対象とした地域での体験・交流活動を提供する事業とする。

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の交付の対

象としない。

（１）営利を目的とした事業

（２）政治的活動・宗教的活動

（３）国、県、市町、市町等の外郭団体からの助成等と重複する事業経費

（補助対象経費）

第５条 補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、次の各号に定め

る経費とする。

（１）人件費（謝金等） ※組織運営に係るものを除く

（２）旅費



（３）消耗品費

（４）印刷費

（５）広告費

（６）通信、運搬費

（７）保険料

（８）委託費（事業全体の３割以内）

（９）使用料、賃借料

（10）その他、事業実施に必要な経費と認められるもの

（補助金の額及び補助率）

第６条 補助金の額は、補助対象経費の合計額とし、予算の範囲内で交付する。ただし、

1団体あたり 200,000 円を限度とする。

（補助金の交付申請）

第７条 補助金を申請しようとする者は、規則第４条の規定に基づき、補助金交付申請書

（様式第１号）により申請を行うものとする。

２ 規則第４条の規定による交付申請書に添付すべき書類は、次のとおりとする。提出期限

は、別途定める。

（１）事業計画書（様式第２号）

（２）収支予算書（様式第３号）

（３）団体の活動内容が分かる資料（チラシ等）※任意

（補助金の交付決定）

第８条 知事は、前条の申請があったときは、その内容を審査のうえ、適当と認める時は

補助金の交付を決定し、補助金交付決定通知書（様式第４号）により通知するものとする。

（申請の取下げのできる期限）

第９条 規則第８条第１項に規定する申請の取下げをすることができる期日は、補助金

の交付決定の通知を受けた日から 15 日を経過した日とする。

（補助事業の変更）

第 10条 規則第 11条第２項第１号の軽微な変更は次のとおりとする。

（１）補助目的の達成に何ら支障がないと認められる経費の配分の変更

（２）事業等の内容（参加人数、参加方法、期間、時間数等）の変更であって、事業計画書

に照らして事業目的の達成に変わりがないもの

２ 規則第 11 条第２項第１号に基づく知事への申請は、長崎県こども場所推進事業費補助



金（体験提供）に係る変更交付申請書（様式第５号）によるものとし、補助金額に変更が

生じる場合は事業計画書（様式第２号）を添付するほか、第７条第２項に規定する書類の

うち内容に変更が生じたものを添付するものとする。

（実績報告）

第 11 条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、規則第 13条第１項の規定に基づき、

知事に対し、事業の完了した日から起算して 30日を経過した日又は県が別に定める日の

いずれか早い日までに実績報告を行わなければならない。

２ 前項の報告時に提出する書類は、次のとおりとする。

（１）実績報告書（様式第６号）

（２）収支決算書（様式第７号）

（３）補助金の使途が確認できる明細一覧・領収書等の写し

（４）事業の実施状況が分かる写真

（補助金の交付）

第 12 条 規則第 14 条第 1 項の規定による補助金額の確定通知後、当該補助事業者からの

請求書（規則様式第９号）に基づき交付する。

    附 則

この要綱は、令和７年度の予算に係る補助金から適用する。

この要綱は、令和８年度の予算に係る補助金から適用する。


